【記載例】
様式第１（第２条第１項関係）
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律
に基づく地域経済牽引事業計画の承認申請書
令和　　年　　月　　日
奈良県知事　○○　○○　　殿
住　　　　所　奈良県奈良市登大路町３０番地
名　　　　称　奈良地域未来投資株式会社
　代表者の氏名　代表取締役　奈良　太郎　　
　　　　　　　　　　　　　
地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（以下「法」という。）第１３条第１項の規定に基づき、別紙の計画について承認を受けたいので申請します。
（備考）　
１　地方公共団体の長（地域経済牽引事業を行おうとする者に地方公共団体を含むときは、主務大臣。）の求めに応じ、必要な書類を提出するよう努めること。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
３　地域経済牽引事業を行おうとする者が造船法第１１条第１項の認定（同法第１２条第１項の規定による変更の認定を含む。）又は地球温暖化対策の推進に関する法律第２２条の２第３項の認定（同法第２２条の３第１項の規定による変更の認定を含む。）を受けた者である場合には、それぞれ、本申請書の記載事項のうち造船法第１２条第２項に規定する認定事業基盤強化計画又は地球温暖化対策の推進に関する法律第２２条の３第３項第１号に規定する認定地域脱炭素化促進事業計画の記載事項と重複する部分の記入を要しないものとする。
（別紙）
地域経済牽引事業計画
Ⅰ　必須記載事項
１　地域経済牽引事業の内容及び実施期間
（１）地域経済牽引事業を行うに当たって活用する地域の特性及びその活用戦略
（同意基本計画の名称）
第２期奈良県未来投資促進基本計画
（活用する地域の特性及びその活用戦略）
「奈良県未来投資促進基本計画」で定めている以下①～⑥の取組分野の中から、
当該事業が該当する取組分野を選択して、そのまま記載して下さい。

①奈良県における食料品製造業、繊維工業、プラスチック製品製造業、
業務用機械器具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業等の
産業集積を活用した成長ものづくり分野
②奈良県における神社仏閣等の観光資源を活用した観光・スポーツ・文化・
まちづくり
③奈良県における奈良県産業振興総合センター等の公設試験研究機関を活用した
　成長ものづくり分野
④奈良県の三輪素麺、柿等の特産物を活用した農林水産・地域商社
⑤奈良県における道路網及び鉄道網等の交通インフラを活用した物流
⑥奈良県における食料品製造業、繊維工業、プラスチック製品製造業、
業務用機械器具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業等の
産業の集積を活用した情報通信
（２）地域経済牽引事業を行おうとする者に関する事項
	申請者（代表者）

	
	①名称、　　②住所、　③代表者名、　④資本金、　⑤従業員数、　⑥業種、
⑦法人番号、⑧決算月、⑨役割（地域経済牽引事業を共同して行おうとする者がある場合）

	
	1 奈良地域未来投資株式会社
2 奈良県奈良市登大路町３０番地
3 代表取締役　奈良　太郎
4 1,000万円　※申請時の資本金
5 30名　※申請時の常時雇用する従業員の人数（事業主、役員、臨時の従業員は含まない）
6 ○○製造業・■■■■（4ケタの数字）
※日本産業分類の細分類項目を記載する。別業種に属する複数の事業を持つ場合は、主たる事業に該当する業種（売上高・付加価値額・従業員数など経営指数の割合が最も多いもの）を記載する。
7 1234567890123
8 3月
9 新工場への投資、○○○製造の□□工程および生産管理を担う。　※具体的に記載。共同事業者がいなければ記載不要。

	地域経済牽引事業を共同して行おうとする者

	
	①名称、　　②住所、　③代表者名、　④資本金、　⑤従業員数、　⑥業種、
⑦法人番号、⑧決算月、⑨役割

	１
	1 A工業株式会社
2 奈良県～～～～　　　　　　　　　　　　共同事業者がいない場合、記載不要
3 代表取締役社長　□□□　□□
4 2,000万円
5 40名
6 ○○製造業・■■■■（4ケタの数字）※日本産業分類の細分類項目をそのまま記載する。別業種に属する複数の事業を持つ場合は、主たる事業に該当する業種（売上高・付加価値額・従業員数など経営指数の割合が最も多いもの）を記載する。
7 9876543210987
8 3月
9 ○○○製造のうち△△工程を担う。※具体的に記載。


（３）地域経済牽引事業として行う事業の内容
（事業名）
　地域経済牽引事業の内容が把握できる事業名を一文で記載して下さい。
※「～工場増設」などピンポイントの事業名ではなく、継続的に実施し地域への波及効果を生み出す事業であることが分かるような名称にしてください。
（例）
・○○製造増産事業
 　　・～～技術を生かした□□の開発・生産・販売事業
（関連する業種）
地域経済牽引事業と関連する業種を日本産業分類の中分類で記載してください。
○○製造業・■■（2ケタの数字）
（地域経済牽引事業の内容）
・貴社の事業概要と、当該事業を実施することになった背景やこれまでの経緯を記載してください。
・地域経済牽引事業計画の承認を受けた後、実施する予定の当該事業の内容について、具体的に記載して下さい。
　　・地域経済牽引事業計画の計画期間を通じて、当該事業を実施することによって達成が見込める目標について、売上や利益、付加価値など定量的指標の観点から記載して下さい。
（例）【事業の実施背景（これまでの経緯）】
弊社は昭和○年の創業以来、●●の製造から販売まで一貫して行っている。弊社独自の生産技術により、直近事業年度の生産量は△△△個/年までに上り、業界トップのシェアを誇る。
　今般取引先からの引き合いも多く、生産量が年々増加している一方で、現工場のラインだけでは生産が追いつかない状況である。そこで現工場の隣接地を新たに取得し、第２工場を新設させることで生産ラインの増強を図る。
【今後の具体的な事業内容】
新工場では、◇◇◇機を新たに１０台導入し、●●の更なる増産を図るとともに、弊社独自の技術を活用して、～～～事業も新たに取り組み、他社との差別化を図る。
【事業の目標】
・◇◇の開発
・事業計画終了時点の令和１０年３月３１日までに、現状の売上高△％増の
　　■■■千円を目指す。
（活用を予定する支援措置）
・地域未来投資促進税制
・地方公共団体による地方税の減免
・政府系金融機関による金融支援

※地域経済牽引事業の承認を受けた後に活用を予定する支援措置（活用を検討中のものを含む。）を以下の中から全て記載すること。
・みなし中小企業者への特例
・農地転用の配慮
・市街化調整区域での開発の配慮
・中小企業信用保険法の特例
・中小企業投資育成株式会社法の特例
・食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律の特例
・株式会社日本政策金融公庫法の特例（クロスボーダーローン、スタンドバイ・クレジット）
・一般社団法人の地域団体商標の登録主体追加
・地域団体商標の登録料等の減免
・地域未来投資促進税制
・地方公共団体による地方税の減免
・財産処分の特例
・中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律の特例
・事業譲渡の際の免責的債務引受の特例
・国の予算による措置（地域経済牽引事業計画の承認を受けたことによる優先採択などがある場合）
・地方創生推進交付金を活用した地方公共団体による支援
・政府系金融機関による金融支援
・チャレンジ資金【地域未来投資促進】（制度融資）　　　　　　　　　
・その他（地方公共団体独自の地域経済牽引事業のための支援措置などを記載）
（その他）
※上記事項以外に、地域経済牽引事業計画の承認に係る審査に必要な事項を記載する。
（４）地域経済牽引事業を行う主な実施場所
当該事業計画を実施する場所を地番単位で全て記載して下さい。
奈良県○○市□□□１２５－１、１２５－２、１３３－５
（５）地域経済牽引事業の実施期間
（実施期間）
〇年　○月　○　日　～　〇年　〇月　〇日　
例）令和６年５月１０日～令和１０年４月３０日（決算月）
※５年を超えないように設定すること
（実施スケジュール）
　　※建築工事や設備設置など、取組事項ごとにスケジュールを記載してください。
	取組事項
	令和６年度
	令和７年度
	令和８年度
	令和９年度
	令和　年度

	
	令和６年５月（年度開始月）～
	令和７年５月～
	令和８年５月～
	令和９年５月～
	令和　年　月～

	1 新工場
	5月建築着工
	6月完成
	
	
	

	2 機械装置
	
	7月設置開始
9月設置完了
	
	
	

	3 操業
	
	10月操業開始
	
	
	


２　地域経済牽引事業に必要な資金の額及びその調達方法
　　事業者ごとに別表１－１に記載
→土地や建物等の資金の調達方法（借入金や自己資金など）について、
年度ごとに別紙１－１に記載して下さい。
３　地域経済牽引事業の実施による経済的効果
（１）付加価値創出額
（見込み）
事業の開始時点と終了時点（当該事業計画の始期と終期）で、県内における付加価値増加分が３，７０５万円超であることを記載して下さい。また、その算出根拠についても記載して下さい。
※・他府県から奈良に移転してくる場合、開始時点の県内における付加価値額は０
　・奈良県内の事業所が県内で拡充・移転する場合、開始時点の県内における付加価値額は、県内での既存事業で見出した額となる。（直近決算等利用）
（算定根拠）奈良地域未来投資株式会社　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	事業開始前
	事業開始後

	
	令和５年度
	６年度
	７年度
	８年度
	９年度
	年度

	
	R5年5月～
	R６年５月～
	R７年5月～
	R８年５月～
	R９年５　月～
	年　月～

	1 売上高
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●
	

	費用総額
	2 売上原価
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●
	

	
	③販売費及び
一般管理費
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●
	

	
	④計（②＋③）
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●
	

	⑤給与総額
	●●
	●●
	●●
	●●
	●●
	

	⑥租税公課
	●
	●
	●
	●
	●
	

	⑦付加価値額
（①－④＋⑤＋⑥）
	▲▲▲
	△△△
	■■■
	□□□
	◇◇◇
	


共同事業者がいる場合、同様に記載してください。
（用語の解説）
・費用総額＝（売上原価＋販売費及び一般管理費）
・売上原価…売上高に対応する商品仕入原価、製造原価、完成工事原価、サービス事業の営業原価及び減価償却費（売上原価に含まれるもの）の総額
・給与総額…役員（非常勤を含む。）及び従業者（臨時雇用者を含む。）に対する給与（所得税・保険料等控除前の役員報酬、給与、賞与、手当、賃金等）の総額。別経営の事業所に出向又は派遣している従業者に支給している給与を含む。
・租税公課…営業上負担すべき固定資産税、自動車税、印紙税等の総額。収入課税の事業税（電気業、ガス業、保険業）及び税込経理の方法を採っている場合の納付すべき消費税を含む。法人税、住民税、所得課税の事業税は含めない。
（２）経済的効果
（見込み）
事業の開始時点と終了時点（当該事業計画の始期と終期）で、県内における売上高が５％以上増加することを具体的に記載して下さい。
※・他府県から奈良に移転してくる場合、開始時点の県内における売上は０
・奈良県内の事業所が県内で拡充・移転する場合、開始時点の県内における売上は、県内での既存事業で見出した売上額となる。（直近決算等利用）
（例）
　令和５年度における県内売上高●●●千円を、当該事業を実施することによって、生産量が○台から○○台に増加し、年間□％の増加を見込んでいるため、事業計画終期の令和１０年３月３１日時点において●●●千円を見込む。
売上高〇％増加
（算定根拠）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	令和
５年度
	令和
６年度
	令和
７年度
	令和
８年度

	売上
	●●●
	●●●
	●●●
	●●●


共同事業者がいる場合、同様に記載してください。
※上記の見込みが一定の合理性を有することを説明する根拠を記載してください。

（過去の実績、市場の成長性、製品の価格と数量の見込み、製品の競争力、具体的な販路など）
（注）地方公共団体が基本計画で定める地域経済牽引事業の経済的効果（取引額又は売上、雇用者数、給与支払額のいずれか）を達成する見込みであることを記載すること。
Ⅱ　任意記載事項

１　地域経済牽引事業の用に供する施設に関する事項

　　別表１－２に記載
２　地域経済牽引事業の用に供する施設の用に供する土地の所在、地番、地目及び面積

　　別表１－２に記載
３　特定事業者が法第１９条第３項、第２８条又は第２９条に定められた事業承継等に関する特例を受ける場合の事項

（１）承継等特定事業者及び被承継等特定事業者の名称

（承継等特定事業者の名称）
株式会社C工業　　　　　　　　　　　　　　　　
（被承継等特定事業者の名称）
B株式会社　　　　　　　　　　
（２）事業承継等の内容及び実施時期

（事業承継等の内容）
吸収合併
※事業承継等の内容を下記から選択して記載すること。
・吸収合併
・新設合併
・吸収分割
・新設分割
・株式交換
・株式移転
・事業または資産の譲受け
・株式又は持分の取得
・事業協同組合、企業組合又は協業組合の設立
（実施時期）
○年○月
（３）法第１９条第３項に定められた中小企業信用保険法の特例を受ける場合は、直前の
事業年度における以下の事項
1 　純資産の額が零を超えること
　　純資産合計額＝　●●　　　　円　＞　０
　②　EBITDA有利子負債倍率が10倍以内であること
　　　EBITDA有利子負債倍率＝　　　　●　　　倍　≦　10
〔計算式〕（借入金・社債－現預金）÷（営業利益＋減価償却費）
　借入金・社債（　　　●●　　　）円　―　現預金（　　　●●　　　　）円
　営業利益（　　　　●　　　）円　＋　減価償却費（　　　●　　　）円
４　一般社団法人が法第２３条第１項又は第２項に定められた商標法の特例を受ける場合の事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）一般社団法人の名称及び所在地　　　　　　　４については、商標法の特例を受けない場合は記載不要
名称：一般社団法人〇〇〇〇
住所：奈良県〇〇市○－○－○
（２）一般社団法人の構成員たる資格に関する定款の定め
〇〇に入会するためには、〇〇○（一般社団法人の実際の定款の該当部分）
※該当部分を抽出して貼付。別添で定款全体を添付すること。
（３）法第２３条第１項又は第２項の規定の適用を受けようとする商標に係る商品又は役務
※商品又は役務の名称、概要を記載すること。
※特例を受けようとする商品又は役務の内容がわかるように記入すること。
５　補助金等交付財産の活用に関する事項
地方公共団体を申請者に含む場合であって、国の補助金等を受けて整備した資産を活用して当該事業を実施する場合、その交付資産・交付省庁・交付を受けた補助金等の名称を　記載して下さい。通常は空欄。
６　法第２５条に定められた課税の特例に係る主務大臣の確認を受けようとする場合には、地域経済牽引事業の用に供する施設又は設備に関する事項
法人税等の課税特例、不動産取得税の課税免除といった税制優遇を活用する場合、対象となる土地や建物・機械装置の概要を記載して下さい。
【土地】
・奈良県○○市１２５－１、１２５－２、１３３－５　工場用地〇〇㎡
・令和○年○月取得
【建物】
・○○生産工場　○階建て
・令和○年○月着工、令和○年○月完成。延床面積〇〇㎡
【機械装置】
・〇〇装置　○台　○月取得
別表１－１　地域経済牽引事業に必要な資金の額及びその調達方法
事業者名：奈良地域未来投資株式会社　　　　　　　※共同事業者がいる場合は、事業者ごとに作成してください。　　　　　　（単位：千円）
	年度
	
	借入金
	自己資金
	その他　※１
	合計
	備考　※２

	令和６年度
	土地
	●●●
	
	
	●●●
	日本政策金融公庫の低利融資を活用

	
	建物
	●●●
	●●●
	
	●●●
	地域未来投資促進資金を活用

	
	機械装置
	
	
	
	
	

	
	運転資金
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	

	
	小計
	●●●
	●●●
	
	●●●
	

	令和７年度
	土地
	
	
	
	
	

	
	建物
	
	
	
	
	

	
	機械装置
	
	●●●
	
	●●●
	

	
	運転資金
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	

	
	小計
	●●●
	●●●
	
	●●●
	

	合　　　計
	土地
	●●●
	
	
	●●●
	

	
	建物
	●●●
	●●●
	
	●●●
	

	
	機械装置
	
	●●●
	
	●●●
	

	
	運転資金
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	

	
	小計
	●●●
	●●●
	
	●●●
	


※１　都道府県及び市町村等からの補助については、「その他」の欄に記載すること。
※２　株式会社日本政策金融公庫による融資制度等の利用を希望する場合は、その旨を備考欄に記載すること。
また、金融機関から融資を受ける場合で、信用保証協会の制度の利用を希望するときは、その旨を備考欄に記載すること。

別表１－２　地域経済牽引事業の用に供する施設に関する事項、地域経済牽引事業の用に供する施設の用に供する土地の所在、地番、地目及び面積
	施設の概要
	土地の所在
	地番
	地目
	面積
	備考

	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	○○生産工場
	奈良県○○市□□
	１２５－１
	田
	田
	●●●㎡
	市街化調整区域

	
	
	１２５－２
	宅地
	宅地
	●●●㎡
	

	
	
	１３３－５
	宅地
	工場
	●●●㎡
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※「土地の所在」には、所在地のほか、申請に係る土地が、農業振興地域の整備に関する法律に規定する農用地区域又は都市計画法に規定する市街化調整区域に含まれているかを記載すること

（別紙２）
地域経済牽引事業計画の公表
	可
	不可

	○
	


（注）地域経済牽引事業計画が承認された場合、事業者の名称、住所、法人番号、事業名、地域経済牽引事業計画の承認日及び地域経済牽引事業計画を承認した者の名称を経済産業省のホームページにおいて公表することについて、可又は不可のいずれかに〇を付けること。
３については、中小企業信用保険法の特例、事業承継等に関する特例を受けない場合は記載不要





調達先





費用
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